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補助金額（円）総事業費（円）事業名団体名

280,000407,000川は俺たちの楽園だ！ 親子で川遊び塾2017ＮＰＯ法人天遊塾

252,000336,200
高齢者の継続的な軽運動の実践及び社会参加
の環境整備推進事業

特定非営利活動法人前沢いきいきスポー
ツクラブ

181,000269,660世界遺産拡張登録実現の為の応援事業奥州市世界遺産登録候補地ガイドの会

300,000550,000
Ｏｎｅ Ｌｏｖｅ フェスタ2017『キッズパー
ク部門』

公益社団法人江刺青年会議所

300,000556,000
「甦れ、フラワーガーデン!!」ひめかゆ周辺
花いっぱい大作戦パート篠

ひめかゆ協力会

■29年度市民提案型協働支援事業補助金（第２回審査分）認定事業一覧

29年度市民提案型協働支援事業の第２回審査分には、７団体から事業提案がありま

した。「協働の提案テーブル」で話し合いを行い、その後、市民公益活動団体支援事業

審査会でのヒアリングによる事業審査の結果、下表の５事業を認定しました。

■問い合わせ＝本庁地域づくり推進課市民活動係（江刺総合支所・内線321）

酸第３回審査分提案事業の募集

諮提案の受付期限 ８月10日障

諮申込先 本庁地域づくり推進課市民活動係、市民活動支援センター（メイプル地下察鰻4200）

広報おうしゅう
をスマホに配信

始めました！
全国の広報紙やホームページの新着情報をスマートフォンやタブレットで全国の広報紙やホームページの新着情報をスマートフォンやタブレットで読読

むことができるスマートフォン向けアプリ「マチイロ」。あらかじめ興味のあむことができるスマートフォン向けアプリ「マチイロ」。あらかじめ興味のあるる

分野を登録することで、新しい情報をプッシュ通知で受け取ることができます分野を登録することで、新しい情報をプッシュ通知で受け取ることができます。。

「マチイロ」で検索またはＱＲコードからダウンロードしてみてください「マチイロ」で検索またはＱＲコードからダウンロードしてみてください。。

■問い合わせ■問い合わせ＝＝本庁政策企画課広聴広報係（内線418本庁政策企画課広聴広報係（内線418））

マチがもっと好きになる全国の広報紙が届くマチの情報が届く

市民提案型協働支援事業 補助金認定事業の公表（第２回
審査分）

※補助金コースは全てステップアップコース

11広報おうしゅう

定住人口増加のために

市では、昨年度新たな総合計画を策定し、人口プロジェクトを戦略プロジェクトの一つとして位置付け

ました。今回の調査を通じて、本市の経済状況を把握し、その課題を明らかにして人口増対策を検討・実

施していきます。地方経済を豊かにすることが、定住人口を増やし持続可能な地域社会を作り上げること

になります。皆さんの協力がまちづくりに直結します。多くの皆さんのご理解とご協力をお願いします。

■調査内容 各家庭の1カ月の家計簿を作成。毎日のレシートなどにより支出のみ記録するもので、

収入の記載は一切不要です。この場合、購入先は市内店か、生産者は市内所在かなども

記入します。この調査に取り組むことにより、普段家計簿をつけていない人でも一月の

家庭の消費状況を改めて見つめ直す良い機会となります。

■調査期間 1カ月間（９～１１月で都合のよい月に実施）

■報告方法 専用調査用紙あるいはインターネット上のフォームに記入・入力して提出

■協力謝礼 モニターには、3,000円の商品券（クオカードなど）を贈呈

■調査結果 調査結果は市広報、ホームページなどで公表するほか、モニターには直接郵送します。

なお、モニターの個人情報や個人特定につながりそうな情報は公表しません。回答内容

も本調査集計以外で使用しません。

■申し込み 応募先まで電話またはメールで連絡。応募多数の場合は抽選などにより選考します。

■募集人数 80人

■申込期限 ７月31日鉦

■応募先 本庁政策企画課統計係（内線441・443、死toukei@city.oshu.iwate.jp）
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奥州市民家計調査を実施します

市では９月より、市独自の統計調査「奥州市民家計調査」を実施します。

モニターには、１カ月の支出を記載した家計簿を作成してもらいます。市

民の消費動向を把握することで市の経済状況についての課題を明らかにし、

経済の域内循環など新たな政策を検討するために実施します。

域内消費で雇用創出

昨年度、中央大学法学部の中澤秀雄教授が、本市を

フィールドに『家計調査』を実施しました。その結果か

ら、消費総額に占める市内生産品の購入割合は1割に満

たない額であることが見えてきました。地域社会学を専

門としている中澤教授は「仮に『地域で作られたものを

地域で消費する』いわゆる『域内消費』を1割増やすと、

300人分の雇用創出効果が生まれる。新たな形の豊かさ

が実感できるのでは」と語っています。

本格的な家計調査を実施

中澤教授による家計調査は、対象者数８人による試験

調査でした。そこで、市では中澤研究室と共同し、正確

な本市の消費動向を統計的に把握する本格的な家計調査

を実施するため、家計調査モニター80人を募集します。

調査方法、応募の仕方などは次のとおりです。




